様式第１号（第５条第１項関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金交付申請書
　　　　年　　月　　日　

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業を下記により実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定により、宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

                                        記

１　事業の概要


２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
	区　　分
	補助事業に要する経費
	補助金交付申請額

	省エネルギー設備投資促進支援事業
	円
	円

	自家消費型発電設備導入支援事業（自己所有型・第三者所有型）
	円
	円

	デマンド監視装置等導入支援事業（自己所有型・第三者所有型）
	円
	円



３  関係書類
知事が必要と認める書類





（様式第１号別紙１）
事　　業　　計　　画　（ 実　　績 ） 書
〔　省エネルギー設備　〕

１　申請者（補助事業者）
	名　　称
	

	住　　所
	
※郵便番号も記載してください

	業　　種
	大分類
	中　分　類
	事業内容
	

	
	
	
※日本標準産業分類・中分類
	
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	私（当社）は、本申請に当たり、
・補助金の交付対象となる事業について、他の補助金を受けていない
・過去に国及び県等から補助金を受けて整備した設備に該当しない
・（過去に補助金等を受けて整備した設備に該当する場合）当該補助金に係る財産処分制限期間を満了して
いる
・再生可能エネルギー地域共生促進税条例に基づく納税事業者に該当しない
☐上記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します
※□にチェックを入れない場合は、申請を受付けられません。



２　収支予算書
（１）収入関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 （単位：円）
	区　　分
	金   　額
	調　達　先
	備　    考

	補 助 金
	
	
	

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	
	
	



（２）支出関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	総事業費
	補助対象経費
	補助金申請額
	備　    考

	設 計 費
	
	
	
	

	設 備 費
	
	
	
	

	工 事 費
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	

	消 費 税
	

	総　計
	



	項　目
	第　　期
　　　　～
	第　　期
～
	第　　期
～

	売　上　高
（Ａ）
	
	
	

	
（Ｂ）
	
	
	

	総　資　本
（Ｃ）
	
	
	

	
（Ｄ）
	
	
	

	
（Ｅ）
	
	
	

	
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
(B/C)×100(%)
	
	
	

	売上高経常利益率
(B/A)×100(%)
	
	
	

	自己資本比率
(D/C)×100(%)
	
	
	

	
(E/F)×100(%)
	
	
	


３　経営状況表（補助金交付申請者の経営状況を記入すること）　　　　　（単位：千円、％）
※　過去３期の財務諸表により作成すること。
※　金額は、百円の単位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は、小数点第２位を
四捨五入して小数点第１位まで記入すること。
　　　　　
「４　事業計画の内容」以降の項目は、申請する設備ごとに作成してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （※複数設備の申請をする場合）
  ４　事業計画の内容
	補助事業名
(更新設備を
□で囲むこと)
	高効率空調・業務用給湯器・高性能ボイラ・
変圧器・冷凍冷蔵設備・制御機能付きLED照明器具・その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
	
の更新による
エネルギーコスト
削減事業


	補助事業概要
	



	事業実施場所
	
※事業を実施する宮城県内の生産拠点等を記載してください

	稼働中の設備
（更新前）
	【メーカー名・製造年次】

【設備名称・規格等】


	導入する設備
（更新後）
	【メーカー名・製造年次】

【設備名称・規格等】


	導入する設備の省エネ効果
	省エネルギー率　　　　　　　％（※１）　省エネルギー量　　　　　　　kl／年（※２）
※１ 算出例：｛1－（設備投資後年間消費電気量(kWh) / 設備投資前年間消費電気量(kWh)）｝×100
※２ 算出例：設備投資後原油換算使用料(kl/年)－設備投資前原油換算使用料(kl/年)

	経費当たり計画省エネルギー量
	省エネルギー量　（kl）(※２)／補助対象経費　　　　（千万円）　＝　　（kl／千万円）

	事業費
	円
	補助金交付申請額
	円

	
【参考】
CO2削減効果　　見込値

	【CO2排出削減量】（kg－CO2／年）
※算出例：年間消費電力削減量(kWh/年)×電気事業者別CO2排出換算係数 (t-CO2/kWh)
　⇒
【CO2排出削減率】（%）
※算出例：
｛1－（補助事業後のCO2排出原単位(kg-CO2/年) / 補助事業前のCO2排出原単位(kg-CO2/年)）｝×100
　 ⇒

	本事業による　その他の効果
	（具体的に記載すること）



　※　故障等により稼働していない設備の更新は対象外
　※「本事業によるその他の効果」欄には、本事業による脱炭素化の取組が、関連サプライヤーや県内類似事業者等に与える好影響（モデル性、受発注拡大等）について記載すること。
４－ａ　支出関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	総事業費
	補助対象経費
	補助金申請額
	備　    考

	設 計 費
	
	
	
	

	設 備 費
	
	
	
	

	工 事 費
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	

	消 費 税
	

	総　計
	



※　支出明細について「４－b」を作成すること。
※　事業費に関しては、原則２社以上の相見積もりを行い、申請書に添付すること。
※　補助金交付申請額は、千円未満切り捨てし、記入すること。
※　撤去費により得た売却収益は、補助対象経費から控除すること。

４－ｂ　支出明細　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	内容説明・数量
	事業費

	設 計 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	設 備 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	工 事 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	その他経費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	

	消 費 税
	
	

	総　計
	
	


※「見積もり参照」、「一式」は不可

５　事業スケジュール
	実 施 項 目
	開始・実施予定日
	完 了 予 定 日

	契約・発注
	
	

	設備等の納品日
	
	

	工事の着手及び工事の完了
	
	

	試運転・調整作業等
	
	

	検収作業
	
	

	支払日
	
	

	補助事業実績書提出
	
	


· 事業実施期間は令和９年１月２９日までです。その後の日付で設定することはできません。















































（様式第１号別紙２）
事　　業　　計　　画　（ 実　　績 ） 書
〔 自己所有 ・　第三者所有（オンサイトPPA 又は ファイナンスリース）〕

１　申請者（自己所有の場合）
	事 業 者
	事業者名：
代表者役職・氏名：

	設備設置場所
（地番）
	
※設備設置場所と発電電力の使用場所が異なる場合は、送電方法も記載すること

	業　　種
	大分類
	中分類
	事業内容
	

	
	
	
※日本標準産業分類・中分類
	
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	私（当社）は、本申請に当たり、
・補助金の交付対象となる事業について、他の補助金を受けていない
・再生可能エネルギー地域共生促進税条例に基づく納税事業者に該当しない
☐上記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します
※□にチェックを入れない場合は、申請を受付けられません。



２　申請者及び電力使用者（需要家）（第三者所有の場合）
	電力使用者
（需要家）
	事業者名：
代表者役職・氏名：

	設備設置場所
（地番）
	
※郵便番号も記載してください

	業　　種
	大分類
	中分類
	事業内容
	

	
	
	
※日本標準産業分類・中分類
	
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	補助事業申請
者（発電事業者）
	事業者名：
代表者役職・氏名：

	所在地
	
※郵便番号も記載してください

	事業内容
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	私（当社）は、本申請に当たり、
・補助金の交付対象となる事業について、他の補助金を受けていない
・再生可能エネルギー地域共生促進税条例に基づく納税事業者に該当しない
☐上記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します
※□にチェックを入れない場合は、申請を受付けられません。



３　設置設備の概要
（1） 太陽光発電の場合
	ア　太陽電池モジュール公称最大出力合計
	ｋＷ

	　（内訳）メーカー名
	　

	　　　　　型式
	　

	　　　　　１枚当たり公称最大出力
	ｋＷ

	　　　　　パネル設置枚数
	枚　

	イ　パワーコンディショナ定格出力合計
	ｋＷ

	　（内訳）メーカー名
	　

	　　　　　型式名
	　

	　　　　　１台当たり定格出力合計
	

	　　　　　台数
	台



（２）風力発電の場合
	発電システムの出力
	ｋＷ

	　（内訳）メーカー名
	　

	　　　　　型式
	　

	　　　　　１基当たり公称最大出力
	ｋＷ

	　　　　　基数
	基　

	風況状況（風力発電設備の導入が適する理由について説明すること）





４　年間エネルギー発生量と経済性（※想定電力量の算出根拠（参考資料）を添付すること）
（１）想定発電電力量（月ごとの発電量と年間発電量）　　　　　　　　　　　　　　(kWh/月)
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	年間想定発電量　合計
	kWh/年



（２）利用施設の想定電力消費量（月ごとの消費量及び年間消費量）　　　　　　(kWh/月)
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	10月
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	想定電力消費量　合計
	kWh/年



（３）利用施設の契約容量
	



５　二酸化炭素削減の算定
	a
設置場所の
年間電力
使用量(kWh)
	発電

	
	b※1
発電量
(ｋWh)
	c
年間時間

	d
設備
利用率
	e (b×c×d)
年間発電量
(kWh)
	f (e/a)
発電利用率

	g※2
CO2削減量
(t-CO2)

	
	
	8，760
	
	
	
	


※１　発電機との合計出力とパワーコンディショナーの出力のいずれか小さい方の値
※２　gの値は、e（年間発電量）× 0.476（CO2排出係数(kg-CO2/kWh)）×0.001 とする。

６　事業スケジュール
	実 施 項 目
	開始・実施予定日
	完 了 予 定 日

	契約・発注
	
	

	設備等の納品日
	
	

	工事の着手及び工事の完了
	
	

	試運転・調整作業等
	
	

	検収作業
	
	

	支払日
	
	

	補助事業実績書提出
	
	


※事業実施期間は令和９年１月２９日までです。その後の日付で設定することはできません。

７　事業費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	総事業費
	補助対象経費
	補助金申請額
	備　    考

	設 備 費
	
	
	
	

	工 事 費
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	

	消 費 税
	
	
	
	

	総　計
	
	
	
	


※補助金申請額は補助対象経費の総計に１／２を乗じた金額を記入すること。

上記内訳の詳細（見積書の記載内容から分かるように示すこと）　　　　　　（単位：円）
	区　分
	内容説明・数量
	事業費

	設 計 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	設 備 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	工 事 費
	
	

	
	
	

	
	
	

	その他経費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	

	消 費 税
	
	

	総　計
	
	


※「見積もり参照」、「一式」は不可

８　経営状況表
（１）補助事業申請者の経営状況　　　　　　　　　　　　　　　　      （単位：千円、％）
	項　目
	第　　期
　　　　～
	第　　期
～
	第　　期
～

	売　上　高
（Ａ）
	
	
	

	
（Ｂ）
	
	
	

	総　資　本
（Ｃ）
	
	
	

	
（Ｄ）
	
	
	

	
（Ｅ）
	
	
	

	
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
(B/C)×100(%)
	
	
	

	売上高経常利益率
(B/A)×100(%)
	
	
	

	自己資本比率
(D/C)×100(%)
	
	
	

	
(E/F)×100(%)
	
	
	



（2） 電力使用者（需要家）の経営状況（第三者所有の場合）　　　　　　（単位：千円、％）
	項　目
	第　　期
　　　　～
	第　　期
～
	第　　期
～

	売　上　高
（Ａ）
	
	
	

	
（Ｂ）
	
	
	

	総　資　本
（Ｃ）
	
	
	

	
（Ｄ）
	
	
	

	
（Ｅ）
	
	
	

	
（Ｆ）
	
	
	

	総資本経常利益率
(B/C)×100(%)
	
	
	

	売上高経常利益率
(B/A)×100(%)
	
	
	

	自己資本比率
(D/C)×100(%)
	
	
	

	
(E/F)×100(%)
	
	
	


※１　過去３期の財務諸表により作成すること。
※２　金額は、百円の単位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は、小数点第２位を四捨
五入して小数点第１位まで記入すること。

９　事業実施による効果
	発電設備設置による需要家及びその他の県内食料品製造事業者等への波及効果
	（具体的に記入すること※）




※　記載内容については、本事業による“脱炭素のものづくり”の達成が、関連するサプライ
チェーンや業界全体の中で、どの程度好影響を与えるか。また、先進性等、モデル性の観点からどの程度県内類似事業者等に好影響を与えるか等について記載すること。

１０　事業実施体制
（１）実施者
	区　分
	事業者名（所在地）

	補助金申請事業者
	

	電力使用者（需要家）
	

	発電設備所有者
	

	発電設備工事事業者（予定）
	

	保守点検事業者（予定）
	



（２）体制図（上記の者の関係性が分かるように記入すること）









































[bookmark: _Hlk216790295]（様式第１号別紙３）
事　　業　　計　　画　（ 実　　績 ） 書
〔　自己所有 ・　第三者所有　〕
１　申請者（自己所有の場合）
	名　　称
	

	住　　所
	
※郵便番号も記載してください

	業　　種
	大分類
	中　分　類
	事業内容
	

	
	
	
※日本標準産業分類・中分類
	
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	私（当社）は、本申請に当たり、
・補助金の交付対象となる事業について、他の補助金を受けていない
・再生可能エネルギー地域共生促進税条例に基づく納税事業者に該当しない
☐上記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します
※□にチェックを入れない場合は、申請を受付けられません。



２　申請者及び使用者（需要家）（第三者所有の場合）
	使用者
（需要家）
	事業者名：
代表者役職・氏名：

	所在地
	
※郵便番号も記載してください

	業　　種
	大分類
	中分類
	事業内容
	

	
	
	
※日本標準産業分類・中分類
	
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	補助事業
申請者
	事業者名：
代表者役職・氏名：

	所在地
	
※郵便番号も記載してください

	事業内容
	

	従業員数
	
※常時使用する従業員の数を記載してください
	資本金又は出資金
	

	法人設立日
及び沿革
	　　年　　月　　日


	私（当社）は、本申請に当たり、
・補助金の交付対象となる事業について、他の補助金を受けていない
・再生可能エネルギー地域共生促進税条例に基づく納税事業者に該当しない
☐上記のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します
※チェックを入れない場合は、申請を受け付けられません。



３　事業の内容・効果
	事業の内容
	


	削減効果
（目標）
	




４　事業費の内訳
	導入装置
	仕様
	総事業費
	補助対象経費
	補助金申請額
	完了時期
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	

	消費税
	
	
	
	
	
	

	総　額
	
	
	
	
	
	



５　事業スケジュール
	実 施 項 目
	開始・実施予定日
	完 了 予 定 日

	契約・発注
	
	

	設備等の納品日
	
	

	工事の着手及び工事の完了
	
	

	試運転・調整作業等
	
	

	検収作業
	
	

	支払日
	
	

	補助事業実績書提出
	
	


※事業実施期間は令和９年１月２９日までです。その後の日付で設定することはできません。

６　事業実施体制
（１）実施者
	区　分
	事業者名（所在地）

	補助金申請事業者
	

	使用者（需要家）
	

	設備所有者
	

	工事事業者（予定）
	

	保守点検事業者（予定）
	



（２）体制図（上記の者の関係性が分かるように記入すること）











































（様式第１号別紙４）

誓 約 書


　□　私
　□　当社
　は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
　また、貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員等名簿」により提出する当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記
１　補助事業者として不適当な者
(1)　暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき
(2)　事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき
(3)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
(4)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
(5)　事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　補助事業者の相手方として不適当な行為をする者
 (1)  暴力的な要求行為を行う者
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
 (4)　偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者
 (5)　その他前各号に準ずる行為を行う者


　　宮城県知事　　　　　　　殿


　　　　　　年　　月　　日


住所（又は所在地）

社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


※　添付書類：役員等名簿

様式第２号（第８条第１項第１号関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金変更承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記
１  変更の理由


２　変更の内容　
	変更前
	変更後

	
	



３　関係書類
（1） 事業計画書
（2） その他関係資料

様式第３号（第８条第１項第２号関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金
中止（廃止）承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので、承認されるよう申請します。

記
１  中止（廃止）の理由


２　中止の期間（廃止の時期）



様式第４号（第８条第１項第３号関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金
補助金遅延等報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の進捗状況

２　補助事業に要した経費

３　遅延等の内容及び原因

４　遅延等に対する措置

５  補助事業の完了見込み


様式第５号（第１０条関係）

交　付　決　定　前　着　手　届

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


　年　月　日付けで交付申請をしている宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業について、下記のとおり交付決定前に着手しますので、届け出ます。
なお、本件について交付決定がなされなかった場合、又は交付決定を受けた補助額が交付申請額に達しない場合においても異議は申し立てません。

記

１　事業の概要


２　交付決定前に着手する理由







３　着手（予定）年月日
　　　　　　年　　月　　日


様式第６号（第１１条第１項関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金遂行状況報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり　　年　　月　　日現在の事業遂行状況を報告します。

記

１　事業の概要


２　補助事業の遂行状況


３　関係書類
　　遂行状況が分かる資料


様式第７号（第１２条第１項関係）

　　宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金実績報告書

　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                                  ＴＥＬ                       ＦＡＸ
                                  Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり実施したので、関係書類を添えて報告します。

記
１  事業の目的
　　
　　
２　関係書類
　　知事が必要と認める書類

様式第８号（第１４条第２項関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金
概算（精算）払請求書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住 　 所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記により、金　　　　　　　　円を概算（精算）払により交付されるよう請求します。

記
１  補助金交付決定額    金                         円

２  概算受領金額    金                         円

３　今回請求額　　金                         円

４  残            額    金                         円

５　振込口座　　（１）金融機関（店舗）名
　　　　　　　　　　　　（２）口座番号（普通・当座の別）
　　　　　　　　　　　　（３）口座名義人（フリガナ）




様式第９号（第１５条関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金に係る
消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、下記のとおり報告します。

記
１  補助金額（県が補助金の額の確定通知書により通知した額）
金                        円

２  補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税仕入控除税額
      金                        円

３  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税仕入控除税額
      金                        円

４  補助金返還相当額（３－２）
      金                        円


様式第１０号（第１６条第３項関係）

宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金
取得財産の処分承認申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
                                住  　所
名　　称
代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当者職氏名
                               　 ＴＥＬ                  　  ＦＡＸ
                                　Ｅ－mail


  　　　　年　　月　　日付け宮城県（食振）指令第　　　号で宮城県食品製造業省エネ機器等導入促進支援事業費補助金の交付決定の通知のありました補助事業により取得等した財産を、下記のとおり処分したいので承認されるよう申請します。

記

１　取得財産の名称及び取得年月日


２　取得価格及び時価


３　処分の方法（売却の場合は、売却先及び売却価格を記載すること。）






４　処分の理由
